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（１０）附帯決議
改正法の成立に際しては、衆議院と参議院において、いくつかの点につ

いて適切な処置を講ずるべきである、としてそれぞれ附帯決議が付されて
いる。

３ 障害者権利条約との関係
我が国の障害者に係る制度改革に向けたこうした検討は、国連における

障害者権利条約の採択も重要な背景となっている。
障害者権利条約は、平成１３年の第５６回国連総会決議により障害者の権利

及び尊厳を保護し及び促進するための包括的かつ総合的な国際条約を検討
することを目的とする委員会が設置され、計８回の会合を経て、１８年１２
月、第６１回国連総会本会議において採択された。
本条約は、平成１９年３月３０日に署名のために開放され、２０年５月に発効

している。我が国は、１９年９月、この条約に署名し、現在、早期締結を目
指しているところ。

４ 施策の評価等
障害者施策の評価については、前述のとおり、内閣に本部を設置し、そ

の下で、障害当事者を中心とした推進会議を開催し、制度改革について精
力的に検討が行われ「第一次意見」及び「第二次意見」が取りまとめられ
たが、これは今までの障害者施策の評価を踏まえた提言ともいえるもので
あった。これら意見を踏まえ、改革の工程表を示す閣議決定を行うととも
に、施策のあり方やその推進体制を定める障害者基本法の一部を改正する
法律案が平成２３年４月、国会に提出され、一部修正の上、全会一致で可決
されたことも前述のとおりである。
内閣府の取り組んだ障害者施策業務の効率化等に関しては、「作文・ポ

スター」募集に関して募集ポスターをチラシに変更し、小中学生を中心に
周知向上を図ると共に、全国社会福祉協議会のメールマガジン等への情報
提供などにより近年で最高の応募者数となったこと、また、主催行事で
は、共生社会の考えを実現していくため「障害者の集い」を「障害者フォー
ラム２０１１」と名称を変更し、この広報リーフレットについて専門家のボラ
ンティアによるアドバイスを受け見やすい分かり易いものとしたことなど
の取組により来場者数が約３０％増加したなどがあげられる。


